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い起こされる。京都府警察本部生活安全企画課、警察庁少年課等の勤務を通じて「地域社会と犯罪防止」 、 「少年を犯罪の加害者にも被害者にもさせないための地域社会が一体となった取組」というテーマに実務面から直接関わってきたほか、三重、沖縄両県の警察本部警務部勤務を通じて間接的とはいえ、少年警察部門で職務遂行する職員、とりわけ、少年サポートセンターで活躍、奮闘する少年補導職員らの多機関連携 よりしやすくなるような環境整備を意識し 警察を管理する公安委員会への実情報告等 機会を設け、人材育成、広報相談業務の切り口から支援したりするなどの行動をしてきた。限られた経験ながらも、示唆に富む先行調査研究等を踏まえ、事前予防的な非行少年等の立ち直り支援を中心に多機関連携の実を得 ために乗り越えていかねばならないハードルと見受け れる事柄を整理し、若干の課題等 ついて素描してみたい。（一）渥美東洋「少年非行 管理システム―共同体の再生を念頭に置 て―」警察学論集第

























































きこもりなど若者の自立をめぐる問題 深刻化や 児童虐待、いじめ、少年による重大事件、有害情報 氾濫など、子どもや若者を ぐる状況は大変厳し 状況にあった。そこで、関連分野 おけ 知見を総合した諸課題への対応が強く求められ、平成二一年七月 子ども・若者育成支援推進法が可決・成立し、翌年四月から施行されている。 の法律に基づく大綱が「 ・ 若者ビジョン」であり、その施策の実施状況については 有識 からなる ・ 若者育成支援推進点検 ・評価会議
（六）






























































（一一）少年非行の原因 ・ 背景として考えられる事項を踏まえた上で、これに する現行



















進展する過程で指摘されてきた課題について幾つか紹介す 。これら 中には、制度・運用面等で既に改善や工夫がなされて るものも含まれてい 。（一二） 「サポートチームによる連携」は、総務省による実務者アンケート調査、調査対象



































































































他の部局のネットワークシステムとほぼ同内容の が存在 たりしている状況も否めない。これらは、相互の関係性を意識せず、独立して存在しているため、それぞれ 場所で同様の取組 繰り返すことになり、各機関の負担感は募ることになる。
質的に同内容のネットワークが複数存在するのであれば、それは整理され
るべきであるが、ただ各ネットワークシステムを比較検討し、 ものを分類 ・ 整理することは現実的ではない 多職種協働チーム内の円滑なコミュニケーションによる行動連携 問題解決 積み重ねがネットワ クの整理につながることを期待す 。
各ネットワークの困難点 ・ 課題点を見てみると、 支援事例に関するスーパー






























件として一方的・一面的な処理をする機関で と学校関係者や保護者 思われている （健全育成を目的とした活動を行う存在であると思われていない）
（一七） 田村正博 「警察 （少年サポートセンター） を起点とした他機関連携の仕組みの分析 ・
提言」 （九）の第一部「子どもを犯罪から守るための多機関連携の仕組みの分析・提言」第四章






















































































































少年の居場所づくりに関し、建物の構造上 非行少年 不登校 ひきこも
りの少年を一緒にすることに関し、現場では強い抵抗感を抱いているのが実情である。例えば、適応指導教室を非行系少年の居場所のように活用す ことは望ましくないと考えられており、近接施設があってもいわゆる非行系の少年の対応はうまくできないことが残念ながら多いようである。特に、子ども・若者総合相談センター 設ける場合にも センター機能や総合相談窓口
の物理的な環境設計に関しても、 同様の議論がなされている例が現実にある。
粗暴な非行少年等が周囲に悪影響を及ぼしかねないというイメージだけ




歳と位置づけられるようになってきている。この枠組みとなり、切れ目のない支援の対象拡大によ メリット 当然あ と考 るが 支援 ため 人的体制（組織基盤）が従前とほとんど変わらないままであれば 対象 若者にシフトしてしまうこともあり、過渡期的 どうかは今後 話と るが、結果的として非行少年等への対応が手薄になって まっている支援センターもあるというのが現場の実態と 声 聞かれる。
少年を含む関係者の信頼を得る事例の積み重ねとともに、適切な評価シス

















ワーク条例（平成一八年三月施行） 」の前文後半には、 「行政としても、従来の縦割りの問題解決型の青少年対策に加え、地域社会挙げて青少年育成にかかわる多様な組織・人脈を有機的に結合・連携した地域を横断するネットワークを形成し、（一九）非行や不良行為、 いじめや犯罪被害等の問題を抱える少年又は問題を抱える少年が
多数在籍する学校等に対し、関係機関・団体、各種ボランティア、地域関係者等が一体となって継続的な立ち直り支援を行い、少年の健全育成や学校の秩序回復を目的として少年サポートチーム活動を実施している関東エリアの県において、次のような事例が報告されている。「学校内において、男子生徒数名が中心となり、授業離脱や妨害、学校施設に対する器物損壊等の問題行動が繰り返されていたことから、学校から 相談受理を契機に、少年サポートセンターがコ ディネータ役 担い、学校関係者、ＰＴＡ、児童相談所、区役所、保護司、民生委員、少年指導員、警察署等で構成されるサポートチームを立ち上げ、あいさつ運動や校内巡回等の活動を継続的に実施したところ 学校内での問題行動が大幅に減少、生徒や保護者の不安解消、地域関係者 よる自主的な活動 継続等の効果 見られた。そして サポートチーム活動を通じて地域の絆が強化され 地域全体で子どもを 守る機運が醸成されるという副次的効果も極めて大きいものがあった。 」
より具体的・効果的に進めていくべきときに立ち至っている。 」との多機関連携を象徴するような下りがある。
また、子ども・若者育成支援推進法に基づく大綱「子ども・若者ビジョン」の
「五つの理念」の一つに掲げられた「子ども・若者一人一人の状況に応じた総合的な支援を、 社会全体で重層的に実施」には、 「子ども ・ 若者が持つ能力や可能性、あるいは抱えている困難の程度は一人一人異なります。また、様々な分野にわたる支援を組み合わせることが必要な場合や、一つの分野の中でも官民の様々な団体や個人が支援を行う必要があることから、社会全体で 、主体の壁を越えて互いに連携、協力し、必要な財源を確保し がら一人 人 置かれた状況 発達段階、性別等に応じて抱えている問題が異な ことにも配慮しつつきめ細やかな支援を行っていく必要 あります。また、このよう 連携・協力を通じて 支え合いのネットワークから誰一人とし 排除されることの い「 を包摂る社会」 実現を目指すとともに、すべ の子ども・若者が確かな 生活 始めることができるよう支援していきます。 」との基本的な方針が明示されてい
そして、 「三つの重点課題」の一つである「困難を有する子ども・若者やその
家族を支援す 取組 には、 「非行や犯罪に陥った子ども・若者については、その抱える困難に配慮し、社会の一員として立ち直るこ ができ よう 支援 ます。子ども・若者本人だけでなく、家族に対 る支援も行 」との方針が示されている。
同じく「子ども・若者ビジョン」には「家庭や地域における養育能力の低下が
指摘されている中、 （中略）必要な経費は子ども・若者自身の幸せのためだけでなく、 「未来への投資」 「社会への投資」と位置づけて施策を推進していきたいと考えています。 」と、施策コストに係る状況認識が示されている。
さらに、平成二四年七月、犯罪対策閣僚会議によって策定された「再犯防止に

















庭を含む場合 多い ）だけでは解決が容易でな 複合的な要因があり、少年自身や少年を取り巻く環境、地域の特性等も影響を与えてい 実情にある。
できるだけ早期に支援を要する少年を発見することができ、早期に少年を立ち







を考える有識者会議 提言を受ける形で成立した少年鑑別所法 平成二六年六月一一日公布）に「少年鑑別所 有する専門的知識及び技術を活用し、地域社会における非行及び犯罪の防止に寄与するため、少年、保護者その他の者からの相談に応じて、必要な情報の提供、助言その他の援助を行うとともに 非行及び犯罪の防止に関す 機関又は団体 求め 応じ、技術的 言その他必要な援助を行うこと」が少年鑑別所の業務として新たに規定されたこ があげられる。実際に、法改正を待つまでもなく、那覇少年鑑別所首席専門官が沖縄県警察 少年補導職員ら（教育・青少年・福祉行政担当官のほか、家庭裁判所調査官はオブザーバー参加）との少年非行対策 検討会に参加し 有益な助 や相互理解を深める情報交換がなされている。先行的な取組をしている事例は既にあ ようだが、今後、サポートチーム等においても、アセスメント機能を担う貴重なメンバーとして、少年鑑別所の活躍に対する期待は大きい。
このほか、地域において多職種による事前予防的なアプローチを同様に試行錯
誤しながら推進している施策の一つに介護保険法に基づく地域包括支援センターや地域ケア会議などの取組があげ れる。少年非行対策の充実強化のために 課題解決型の類似した多機関連携システムから学ぶ姿勢や当該システムの制度・運用上の問題に関するウォッチや情報交換は、有益な場合も少なくな と考えられる。例えば、地域 支所（サブセンター）の担当エリア設定の考え方、市町村によるセンター直営方式とセンター委託方式の違いによる新たな課題の発見と解決事例等があげられる。
いずれにしても、多機関連携によって期待される関係機関の縦割り構造によっ
て生じる弊害の軽減を意識しつつ、各機関の権限と責任、機能などの相互理解が不足してい 部分を補い、目的意識の共有を図っ 上で、事前予防的な少年非行対策における多機関連携のハードルを少しでも低くするため 努力は今後も欠か
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せない。更生保護ネットワーク等による犯罪の加害者となってしまった少年に対する事後的な対策の重要性を十分認識した上で、再非行防止のための連携を深めることはもちろん、質 高い多機関連携による機能発揮と相俟って地域社会が一体となったきめ細やかで事前予防的な少年非行対策を更に進展させることこそが、この取組の根本的な充実強化策ではないかと考え 。未来を担う人材が、今抱えている困難（非行に陥りかねない種々の要因）を克服できるようにす ために。
